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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期
第２四半期
累計期間

第28期
第２四半期
会計期間

第27期

会計期間

自平成20年
７月１日
至平成20年

12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年

12月31日

自平成19年
７月１日
至平成20年
６月30日

売上高　　　　　　　　　　　　　（千円） 2,472,913 1,241,524 4,642,349

経常利益　　　　　　　　　　　　（千円） 31,651 22,720 13,667

四半期純利益又は当期純損失(△） （千円） 12,732 6,260 △129,508

持分法を適用した場合の投資利益  （千円） － － －

資本金　　　　　　　　　　　　　（千円） － 479,205 479,205

発行済株式総数　　　　　　　　　（千株） － 1,164 1,164

純資産額　　　　　　　　　　　　（千円） － 907,275 907,189

総資産額　　　　　　　　　　　　（千円） － 4,060,250 3,707,030

１株当たり純資産額　　　　　　　　（円） － 778.51 778.99

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額（△）　　　　　　　（円）
10.93 5.37 △111.21

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純

利益金額　　　　　　　　　　　　　（円）
－ － －

１株当たり配当額　　　　　　　　　（円） － － 10.0

自己資本比率　　　　　　　　　　　（％） － 22.3 24.5

営業活動による

キャッシュ・フロー　　　　　　　（千円）
136,873 － 294,213

投資活動による

キャッシュ・フロー　　　　　　　（千円）
△147,547 － △501,848

財務活動による

キャッシュ・フロー　　　　　　　（千円）
79,428 － 194,625

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

－ 268,906 200,150

従業員数　　　　　　　　　　　　　（人） － 147 142

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ　　

　　

いては記載しておりません。　

　      ２　売上高に、消費税等は含んでおりません。

　　 　 ３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

　 　　 ４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第27期は潜在株式は存在しますが当期純損失　

　　　　　  を計上しているため記載しておりません。当第２四半期会計期間は潜在株式は存在しますが希薄化効果を有

　　　　　　しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

　

４【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 147 (565)

　　　（注）　従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（外書）は、パート・アルバイト等の臨時従業員数（１日８時　

　　間勤務として計算した期中平均人数）を記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、仕入及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期会計期間における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目
当第２四半期会計期間
（自　平成20年10月１日 
至　平成20年12月31日）

チャーシュー細巻き　　　（千円） 33,093

ギョーザ　　　　　　　　（千円） 14,755

カットネギ　　　　　　　（千円） 8,253

白髪ネギ　　　　　　　　（千円） 4,139

その他　　　　　　　　　（千円） 44,008

合計（千円） 104,249

　（注）１　上記は名古屋センターにおける生産実績であります。

２　金額は製造原価によって表示しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　その他は、タレ・調味料等であります。

(2）仕入実績

　当第２四半期会計期間における仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目
当第２四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
 至　平成20年12月31日）

麺類　　　　　　　　　　（千円） 37,793

精米類　　　　　　　　　（千円） 21,513

肉類　　　　　　　　　　（千円） 20,665

酒・ドリンク類　　　　　（千円） 15,129

野菜類　　　　　　　　　（千円） 13,831

スープ類　　　　　　　　（千円） 19,560

その他　　　　　　　　　（千円） 179,425

合計（千円） 307,918

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　その他は、タレ・調味料等であります。
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(3）販売実績

　当第２四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門
当第２四半期会計期間

　　 （ 自　平成20年10月１日
  至　平成20年12月31日）

クイックサービス部門　　（千円） 869,271

ファミリーサービス部門　（千円） 264,371

カジュアルサービス部門　（千円） 104,572

その他　　　　　　　　　（千円） 3,308

合計（千円） 1,241,524

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　その他は、食材売上であります。

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において新たに決定又は締結した重要な契約等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。また前年同期に

関しての比較分析は、参考値であります。

　（１）業績の状況

　 当第２四半期におけるわが国経済は、いわゆるサブプライム問題の波及や平成20年９月のリーマンブラザーズ破

 綻を契機とした世界金融市場の混乱により、株価の暴落や原油・素材価格の乱高下そして急激な円高も加わり、企

 業業績は急速な悪化を来たし、企業倒産の増加、設備投資の低迷、雇用環境の悪化など景気は急減速しました。外

 食産業におきましては、先行き不安感から消費者の節約傾向が強まり、外食関連支出の減少に加え、「食の安心・

 安全」に関する事件の多発や原材料価格・エネルギーコストの高騰もあり、今まで以上の厳しい環境が続いており

 ます。

   このような環境におきまして当社は、新たに新営業エリア（埼玉県、奈良県および兵庫県）に進出し、期初より

 通算６店舗の新規出店（「一刻魁堂」４店舗、「龍虎餐房（ロンフーダイニング）」２店舗）をしました。また新

 業態として麻婆豆腐と坦々麺を主力商品とした「中華屋あんず」を開発し、既存店の業態転換により１号店を愛知

 県豊明市に出店すると共に、同店を含めて13店舗の既存店の改装（内業態転換３店舗）も行い、増客に結びつける

 一方で、１店舗（「龍虎厨房（ロンフーキッチン）」大須店）の退店をしました。

　 これらにより当第２四半期末現在の店舗数は63店舗（前第２四半期末比５店舗増）となり、業態別の店舗数で

 は、「一刻魁堂」43店舗（同11店舗増）、「中華食堂」（「旨飯中華食房」を含む）14店舗（同６店舗減）、「龍 

 虎（ロンフー）」業態５店舗（同２店舗増）および新業態「中華屋あんず」１店舗となりました。

   営業面では、前記改装の他、社員の採用・教育の強化を押し進め、合わせて積極的な広告宣伝も行いました。ま

 た名古屋センターでの食材内製を拡大しつつ、人材補強、設備投資も積極的に実施し、内製化率向上による原価低

 減に努めました。管理面でも、食材受発注に関する新システムの全店導入等を実施し、事務処理の効率化と経費削

 減を図りつつ、本社組織体制の見直しにより、迅速な意思決定、効率的な組織運営および内部統制の強化に努めま

 した。

　　　 以上によりまして、当第２四半期会計期間の売上高は、1,241百万円となりました。利益面では、プロパンガス

　　 単価の高騰や人件費増加等の反面、食材内製化による原価低減や、売上高増大による管理コスト比率の相対的低下

     により、営業利益32百万円、経常利益22百万円、当四半期純利益６百万円となりました。

　

（２）財政状況の分析

   当第２四半期会計期間末における流動資産は508,027千円となり、前事業年度末に比べ121,063千円増加いたしま

 した。主な要因は、現金預金が62,755千円、および預入金が49,275千円増加したためであります。

　 固定資産は3,552,222千円となり、前事業年度末に比べ232,156千円増加いたしました。主な要因は、新店舗およ

 び改装に伴う有形固定資産が182,949千円、および差入保証金が44,036千円増加したためであります。

　 流動負債は1,371,346千円となり、前事業年度末に比べ265,186千円増加いたしました。主な要因は、新店舗の投

 資に伴う未払金が215,572千円増加したためであります。

　 固定負債は1,781,628千円となり、前事業年度末に比べ87,947千円増加いたしました。主な要因は、長期借入金

 が140,060千円増加した一方、社債の償還により50,000千円減少したためであります。

　

（３）キャッシュ・フローの状況

   当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第１四半期会計期間末に比べ

 て37,201千円増加し268,906千円となりました。

　 なお、当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

   当第２四半期会計期間において、営業活動により得られた資金は14,817千円の減少となりました。これは主に未

 払金の減少額63,018千円、預入金の増加額40,844千円および賞与引当金の減少額21,369千円による減少となる一方

 減価償却費71,477千円の増加によるものであります。

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

   当第２四半期会計期間において、投資活動により使用した資金は21,417千円の増加となりました。これは主に新

 店に伴う敷金・保証金の支払による支出42,630千円の増加に対し、定期預金の払出による収入15,000千円の増加に

 よるものであります。

 （財務活動におけるキャッシュ・フロー）

   当第２四半期会計期間において、財務活動により得られた資金は73,436千円の増加となりました。これは主に長

 期借入れによる収入450,000千円があった一方,短期借入金の返済による支出300,000千円および長期借入金の返済

 による支出64,582千円があったためであります。

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第２四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり
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　ません。

 

　　（５）研究開発活動

　　　　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当第２四半期会計期間中に完了したものは、次のとおりであります。

　 平成20年12月31日現在 

事業所名

（所在地） 
事業部門 設備の内容

 帳簿価額（千円）

完了年月日
従業員数

（名） 
建物及び

構築物

工具、器具

及び備品 
その他 合計 

一刻魁堂川口ララガーデン

店

（埼玉県川口市）

クイック

サービス

 店舗設備

 (新規出店)
27,141 7,391 － 34,532

平成20年

11月13日 

2　

（6）

一刻魁堂橿原アルル店

（奈良県橿原市）

クイック

サービス

 店舗設備

 (新規出店)
22,411 7,442 － 29,853

平成20年

11月25日

2　

（8）　

一刻魁堂岡崎イオンモール

店

（愛知県岡崎市）

クイック

サービス

 店舗設備

 (新規出店)
25,165 6,863 － 32,028

平成20年

11月28日　

2　

（3）　

龍虎餐房伊丹テラス店

（兵庫県伊丹市）

カジュアル

サービス

店舗設備

 (新規出店)
27,167 6,056 － 33,224

平成20年

12月４日

     2
（11)

　（注）１　上記金額には、消費税は含まれておりません。

　　　　２　従業員数欄の（外書）は、パート・アルバイト等の臨時従業員数（１日８時間勤務として計算した期中平均

　　　　　　人数）を記載しております。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　　　当第２四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

　　ません。また、新たに確定した重要な新設、拡充、除却、売却等の計画はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社ＪＢイレブン(E03500)

四半期報告書

 8/24



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,640,000

計 3,640,000

　②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,164,800 1,164,800
名古屋証券取引所

（セントレックス）
－

計 1,164,800 1,164,800 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成17年９月22日開催の定時株主総会決議

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 40,900

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数　100株

新株予約権の目的となる株式の数（株） 81,800

新株予約権の行使時の払込金額（円） 900

新株予約権の行使期間
平成19年９月23日から
平成22年３月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　900
資本組入額　　　　450

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　当社が株式分割又は併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただし、か

かる調整は、新株予約権のうち、当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うこととします。

２　株式の分割及び調整前払込金額を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により１株当たりの払込金

額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。

調整後

払込金額
＝
調整前払込金額×既発行株式数＋新規発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

　 　 （併合の場合は減少株式数を減ずる）

３　新株予約権の行使条件は次のとおりであります。

①　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地

位を有しているものとします。ただし、当社の取締役・監査役が任期満了により退任した場合、または従業

員が定年により退職した場合にはこの限りではありません。
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②　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとします。

③　新株予約権の質入れ・その他一切の処分は認めないものとします。

その他の条件については、当社と対象取締役及び従業員との間で締結する「株式会社ＪＢイレブン新株予

約権付与契約書」に定めるものとします。

４　新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要することとします。

５　平成18年９月１日付の株式分割（１株を２株に分割）により、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株
予約権の行使時の払込金額」および「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格およ

び資本組入額」が調整されております。なお、「新株予約権の数」および「新株予約権の目的となる株式の

数」は、退職により権利を喪失した付与者に係る新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数を減

じております。

 会社法第236条、第238条および第240条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 　　　　平成19年12月５日開催の取締役会決議

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 96

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 9,600

新株予約権の行使時の払込金額（円） 507

新株予約権の行使期間
平成22年１月１日から
平成29年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　636
資本組入額　　　　318

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。た

　　　　　　だし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式の

　　　　　　数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数についてはこれを切り捨てるものとします。 

 　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

 　　　　 　また、当社が時価を下回る価額で株式を発行または自己株式の処分を行う場合（時価発行として行う公募

　　　　　増資、株株予約権、新株予約権証券および新株引受の行使に伴う株式の発行を除く）、当社が合併、会社分　

　　　　　割株式交換または株式移転（以上を総称して「合併等」という。）を行う場合、株式無償割当てを行う場

　　　　　合、その他目的となる株式の数を調整することが適切な場合は、当社は合理的な範囲内で目的となる株式数

　　　　　の調整を行うことができるものとします。

 　　　２　新株予約権割当日後、当社が株式の分割・併合および時価を下回る価額で株式を発行または自己株式の処分

　　　　　 を行う場合（時価発行として行う公募増資、新株予約権、新株予約権証券および新株引受権の行使に伴う株

　　　　　 式の発行を除く）は、次の算式により１株当たり行使価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は切

           り上げます。なお、自己株式の処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式

           数」、「１株当たり払込金額」は「１株当たり処分価額」、「分割・新規発行による増加株式数」は「処分

　　　　　 株式数」とそれぞれ読み替えます。

     既発行 新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額

　

＝

　

調整前

行使価額

　

×

　

 株式数＋ 分割・併合・新規発行前の株価

  既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

 　 （株式の併合の場合は併合株式数を減ずる）

             　また、新株予約権割当日後に、当社が合併等を行う場合、株式無償割当てを行う場合、その１株当たり

　　　　　　 の行使価額の調整をすることが適切な場合には、当社は１株当たりの行使価額の調整を行うことができる

　　　　　　 ものとします。 

 　　　３　新株予約権の行使条件は次のとおりであります。

 　　　 ①　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の従業員その他これに準ずる地位にあるこ

　　　　　　とを要するものとします。ただし、新株予約権の割当を受けた者が任期満了により退任または定年退職し
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　　　　　　た場合、この限りではありません。

　　　　②  新株予約権の割当を受けた者が新株予約権の権利行使期間到来前に死亡した場合は、その権利を喪失しま

　　　　　　す。なお、新株予約権の割当を受けた者が新株予約権の権利行使期間到来後に死亡した場合は、相続人が

　　　　　　その権利を行使することができます。

　　　　③　新株予約権の質入れその他一切の処分を認めないものとします。

　　　  ④  その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約権割当契約に

　　　　　　定めるところによります。

 　　 ４　新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要することとします。

　

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残高
（千円）

平成20年10月１日～
平成20年12月31日

－ 1,164,800 － 479,205 － 394,254

　

（５）【大株主の状況】

　 平成20年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

新美　司 愛知県知多郡東浦町　 157,300 13.50

株式会社グルメ杵屋 大阪市住之江区北加賀屋３丁目４番７号 105,800 9.08

有限会社エヌアイエムホールディ

ングス　

愛知県知多郡東浦町大字藤江字三丁12番地

　
62,502 5.36

ＪＢイレブン社員持株会　
名古屋市緑区有松町大字桶狭間字又八山30

番地の２　
53,580 4.59

新美　さよ子　 愛知県知多郡東浦町　 46,760 4.01

椋本　裕子　 大阪市住吉区　 32,000 2.74

三菱ＵＦＪキャピタル株式会社　 東京都中央区京橋２丁目14番１号　 30,400 2.60

株式会社三菱東京UFJ銀行　 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号　 23,000 1.97

サッポロビール株式会社　 東京都渋谷区恵比寿４丁目20番１号　 22,000 1.88

名城食品株式会社　
名古屋市緑区有松町大字桶狭間字高根28番

地の１　
20,000 1.71

計 － 553,342 47.50

　

　

EDINET提出書類

株式会社ＪＢイレブン(E03500)

四半期報告書

11/24



（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　200 － 単元株式数　100株

完全議決権株式（その他） 普通株式　1,164,200 11,642 同上

単元未満株式 普通株式        400 － －

発行済株式総数 1,164,800　 － －

総株主の議決権 － 11,642 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式23株が含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成20年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ＪＢイレブン
名古屋市緑区有松町
大字桶狭間字又八山
30番地の２

200 － 200 0.02

計 － 200 － 200 0.02

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
７月

８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 470 446 415 388 375 422

最低（円） 392 391 320 310 330 325

　（注）　最高・最低株価は、名古屋証券取引所セントレックスにおけるものであります。

３【役員の状況】

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。　
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20

年12月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成20年７月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社を有していないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 268,906 206,150

売掛金 171 170

預入金 88,318 39,042

製品 23,707 13,754

原材料 8,985 4,008

仕掛品 6,055 2,057

その他 111,883 121,779

流動資産合計 508,027 386,964

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,795,113 1,654,490

土地 586,122 586,122

その他（純額） 383,461 341,135

有形固定資産合計 ※
 2,764,696

※
 2,581,747

無形固定資産

その他 9,228 5,685

無形固定資産合計 9,228 5,685

投資その他の資産

その他 778,297 732,633

投資その他の資産合計 ※
 778,297

※
 732,633

固定資産合計 3,552,222 3,320,066

資産合計 4,060,250 3,707,030

負債の部

流動負債

買掛金 147,405 130,146

1年内返済予定の長期借入金 600,610 598,244

1年内償還予定の社債 100,000 100,000

未払法人税等 12,331 14,304

賞与引当金 6,876 8,687

その他 504,122 254,777

流動負債合計 1,371,346 1,106,160

固定負債

社債 100,000 150,000

長期借入金 1,600,248 1,460,188

退職給付引当金 14,090 14,987

役員退職慰労引当金 40,608 40,648

その他 26,681 27,857

固定負債合計 1,781,628 1,693,681
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年６月30日)

負債合計 3,152,975 2,799,841

純資産の部

株主資本

資本金 479,205 479,205

資本剰余金 394,254 394,254

利益剰余金 33,550 32,463

自己株式 △141 △141

株主資本合計 906,868 905,781

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △238 1,041

評価・換算差額等合計 △238 1,041

新株予約権 645 365

純資産合計 907,275 907,189

負債純資産合計 4,060,250 3,707,030
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 2,472,913

売上原価 673,968

売上総利益 1,798,945

販売費及び一般管理費 ※
 1,747,444

営業利益 51,500

営業外収益

受取利息 897

受取配当金 36

賃貸不動産収入 33,750

その他 2,116

営業外収益合計 36,800

営業外費用

支払利息 16,885

社債利息 1,892

賃貸不動産費用 32,714

その他 5,155

営業外費用合計 56,649

経常利益 31,651

特別利益

役員退職慰労引当金戻入額 40

特別利益合計 40

特別損失

固定資産除却損 13,458

退店損失 1,404

特別損失合計 14,863

税引前四半期純利益 16,828

法人税、住民税及び事業税 4,096

法人税等合計 4,096

四半期純利益 12,732
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 1,241,524

売上原価 322,152

売上総利益 919,371

販売費及び一般管理費 ※
 887,154

営業利益 32,217

営業外収益

受取利息 307

受取配当金 36

賃貸不動産収入 16,875

その他 1,124

営業外収益合計 18,343

営業外費用

支払利息 8,288

社債利息 881

賃貸不動産費用 16,412

その他 2,257

営業外費用合計 27,840

経常利益 22,720

特別損失

固定資産除却損 13,097

退店損失 1,300

特別損失合計 14,397

税引前四半期純利益 8,322

法人税、住民税及び事業税 2,061

法人税等合計 2,061

四半期純利益 6,260
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 16,828

減価償却費 133,231

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △40

退職給付引当金の増減額（△は減少） △897

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,810

受取利息及び受取配当金 △934

支払利息 18,778

固定資産除却損 12,959

売上債権の増減額（△は増加） △0

預入金の増減額（△は増加） △49,275

たな卸資産の増減額（△は増加） △19,793

仕入債務の増減額（△は減少） 17,258

未払金の増減額（△は減少） 6,740

未払費用の増減額（△は減少） 28,482

その他 833

小計 162,360

利息及び配当金の受取額 378

利息の支払額 △18,491

法人税等の支払額 △7,373

営業活動によるキャッシュ・フロー 136,873

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 6,000

有形固定資産の取得による支出 △114,340

貸付けによる支出 △1,000

貸付金の回収による収入 8,249

差入保証金の差入による支出 △47,105

その他 648

投資活動によるキャッシュ・フロー △147,547

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 450,000

長期借入金の返済による支出 △307,574

社債の償還による支出 △50,000

設備関係割賦債務の返済による支出 △1,571

配当金の支払額 △11,425

財務活動によるキャッシュ・フロー 79,428

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 68,755

現金及び現金同等物の期首残高 200,150

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 268,906
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更

①（棚卸資産の評価基準及び評価方法の変

更）

　第１四半期会計期間より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第９

号）を適用し、最終仕入原価法から最終仕

入原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）に変更しております。この変更に

伴う損益に与える影響はありません。

②（固定資産の減価償却方法の変更）

　機械及び装置の減価償却方法については、

従来、定率法によっておりましたが、第１四

半期会計期間より定額法に変更いたしまし

た。

　この変更は、中期経営計画の見直しを契機

に、安定的出店方針の下、製造原価等の見直

しを行った結果、名古屋センターに係る機

械及び装置は将来に亘り長期的に使用さ

れ、設備投資の効果が安定的に発現するも

のと考えられることから、より合理的な費

用配分に基づく適正な損益計算を行うため

に実施したものであります。

　この結果、従来の方法によった場合と比較

して、売上原価に含まれる減価償却費は

2,920千円減少し、売上総利益、営業利益、経

常利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ

同額増加しております。

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

１．固定資産の減価償却費の

算定方法

　定率法を採用している資産については、事

業年度に係る減価償却費の額を期間按分し

て算定する方法によっております。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成20年12月31日）

前事業年度末
（平成20年６月30日）

　※　有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　        1,635,266千円

　　　投資その他の資産の減価償却累計額

　       255,704千円

　※　有形固定資産の減価償却累計額　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,584,731千円

　　　投資その他の資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　231,050千円

（四半期損益計算書関係）

当第２四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

 ※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次 

 のとおりであります。

　 給料手当　　　　　　　　　　　792,137千円

　 賞与引当金繰入額　　　　　　  　6,655千円

当第２四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

 ※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次 

 のとおりであります。

　 給料手当　　　　　　　　      402,746千円

　 賞与引当金繰入額　　　　　　  　6,655千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

　※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

  表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成20年12月31日現在）

　（千円）

現金及び預金   268,906    

預入期間３か月超の定期預金  －

現金及び現金同等物 268,906    

　

EDINET提出書類

株式会社ＪＢイレブン(E03500)

四半期報告書

20/24



（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成20年12月31日）及び当第２四半期累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年

12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　　1,164,800株

　

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　　　　223株

　

３．新株予約権等に関する事項

　          ストック・オプションとしての新株予約権

　　新株予約権の四半期会計期間末残高　　　　　645千円

　

４．配当に関する事項

　　　　　　配当金支払額

（決議）　 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年９月25日

定時株主総会
普通株式 11,645 10 平成20年６月30日 平成20年９月26日 利益剰余金

　

（有価証券関係）

　有価証券の四半期貸借対照表計上額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

　　　　四半期財務諸表への影響額に重要性がないため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成20年12月31日）

前事業年度末
（平成20年６月30日）

１株当たり純資産額 778.51円 １株当たり純資産額 778.99円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第２四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 10.93円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在しますが希薄化効果を有しないため

記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 5.37円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在しますが希薄化効果を有しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 12,732 6,260

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 12,732 6,260

期中平均株式数（千株） 1,164 1,164

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

――――― ―――――

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を行っておりますが、取引残高に前事業年度末に比して著しい変動が認められな

いため、記載を省略しております。

　

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月13日

株式会社ＪＢイレブン

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 和　田　芳　幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐　野　正　人　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＪＢイレブン

の平成20年7月1日から平成21年6月30日までの第28期事業年度の第2四半期会計期間（平成20年10月1日から平成20年12月

31日まで）及び第2四半期累計期間（平成20年7月1日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半

期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＪＢイレブンの平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する

第2四半期会計期間及び第2四半期累計期間の経営成績並びに第2四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期会計期間よ

り機械及び装置の減価償却方法について、定率法から定額法に変更している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半

　　期財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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